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１．研究計画の概要 
 本プロジェクトは、日韓の若手研究者の連
携と協力の国際的ネットワークにより、新公
開資料を生かし、今後の日韓関係史の基本
書・基本資料集として評価されるに値する成
果を生み出すことを目的としている。新公開
資料として当初予定していたのは、2005 年
度に韓国政府から公開された日韓基本条約
（1965 年）締結に関する 5 万枚の外交文書
であった。しかし、第 3 年目になって日本の
外務省も同様の外交文書を 6万枚という想定
外の規模で公開したため、それらも踏まえた
研究とすべく、できる限りの対応を行ってい
る。具体的な目的は以下の 2 点である。 
（１）日韓両政府公開資料とアメリカで収集
した外交資料とを、さまざまな角度から吟味
し比較検証することにより、従来さまざまな
意図から誇張され宣伝されてきた断片的「事
実」を超越する立体的実証研究を行うこと。
通俗的な歴史イメージを打破するような戦
後日韓関係の起源と展開に関する研究成果
を生み出し、論文集として刊行すること。 
（２）戦後日韓関係の起源と展開に関する重
要資料を選別し資料集を刊行すること。 
 
２．研究の進捗状況 
（１） 

①日本の国内で研究会を一年に四回ほど
重ね、各自の研究テーマを絞り込んだ。各自
のテーマが他のテーマとどのような関係を
持っているのかという相互関係と役割分担
を詰め、成果刊行に向けた最終調整に入った。 
②韓国の協力者である国民大学の研究チ

ームと合同でシンポジウムを 2 度開催した。
共通の資料を土台としながら、双方の異なる

戦後史イメージそのものを検討することで、
例えば、日韓条約が北東アジア地域形成の起
源たり得るのか否かなど、豊富な視点を発掘
することができた。若手研究者間の対話シン
ポに当たっては個別報告冊子も刊行した。さ
らに、ソウルの東亜日報社で韓国外交史学会
が開催した日韓基本条約再検討シンポジウ
ムにも、日本側協力者として全面参加した。 
 ③国際的な学会発表を自ら主体的に組織
して行った。日本国際政治学会とアメリカの
アジア学会（AAS）において、問題意識を同
じくする韓国と米国の研究者を招へいし、そ
れぞれ、部会とパネルを組織し、研究成果の
中間報告を行った。研究成果に関するレビュ
ーを他の研究者から受けることができた。 

④体系だった研究書とすべく章建てをま
とめ、ある出版社と具体的な出版交渉に入っ
た。できれば 2 分冊とし、国内外の狭義の政
治プロセスについて、政党や官僚機構、有力
政治家・官僚というアクターに焦点を当てて
論じる研究成果、および、在日韓国朝鮮人の
処遇、漁業・領土、請求権と戦後補償などの
諸争点を切り口とし、経済的社会的実体と政
治史をつないで戦前戦後の脱植民地化を論
じる研究成果という形で、2 本立てで成果を
取りまとめられないか交渉中である。そうす
れば、大まかな構図としての、内政と外交、
および、戦前・戦後の脱植民地化過程と冷戦
の進行過程という 2 つの相関の構図の中に、
戦後日韓関係の政治プロセスと起源とを総
合的に検証するという視点で編集ができる
であろうと期待している。 
（２）資料集については、全体のサイズ、内
容についての出版社との協議を終え、詳細な
目録を作りつつ、打ち込み作業に入っている。 



 
３．現在までの達成度 
 ②おおむね順調に進展している。 
（理由）論文集の刊行は極めて順調である。

個別論文は草稿完成段階に達したものが数
人ある。  

しかし、資料集の刊行は、少々遅れ気味で
ある。これは、日本側の外交記録が予想外に
大量に公開されたため、「うれしい悲鳴状態」
が生じたためである。やるべきことが比較の
観点から格段に増加した。プロジェクトを何
らかの形で延長する方向で努力するが、プロ
ジェクトの現段階での取りまとめとしては、
おおむね順調であり、今年度中に数冊の資料
集が刊行されるであろう。日本側資料が公開
された分、刊行スピードは遅くならざるを得
ないが、交渉初期の資料から日韓米 3国の資
料を踏まえて順次出版される予定である。 
 
４．今後の研究の推進方策 

大量の文書が日本側から公開されたため
に、文書の比較によって得られる立体的な分
析の観点をできるだけ盛り込み、「戦後日韓
関係の起源」「戦後日韓関係の争点」(仮)と
いう 2冊を１セットとして、秋に出版助成を
申請する。 

夏休み明けに最初の草稿が出そろった時
点で、日韓の若手研究者による公開シンポジ
ウムを東京大学のキャンパスで開催する。研
究成果を一般に還元すると同時に、第 2日目
にはクローズドで日韓の研究者相互の対話
を行う。こうした充実した公式・非公式の対
話の上に、研究成果を磨き上げていきたい。 
資料集については、日本側が選定した資料

リストについて、韓国側から意見を求め、で
きる限り比較の観点に立った資料集として
いきたい。 
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